
2005年度業績のポイントと
2006年度経営方針

2006年5月31日（水）
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本日のアジェンダ

1. 2005年度総括 P. 2

2. 2005年度業績のポイント

(1)  ボトムライン P. 3
(2)   トップライン

SMFG 業務粗利益 P. 4
SMBC 業務粗利益 P. 5
貸出ビジネス P. 6

〃 ［部門別残高・利鞘］ P. 8
個人向けコンサルティング P. 9
投資銀行ビジネス P.10

(3)  業務部門別実績 P.11
(4)  経費 P.12
(5)  不良債権処理 P.13
(6)  有価証券ポートフォリオ

株式 P.14
債券 P.15

(7)  自己資本比率 P.16

3. 2006年度経営方針

(1) 2006年度の経営方針 P.17
(2) 2006年度業績予想 P.20

4. 2006年度における主な取組み

(1) グループベースでの新たな顧客価値創造を
通じた収益力強化

法人ビジネスにおける競争優位性 P.22
法人取引推進体制の強化 P.23
大・中堅企業への対応力強化 P.24
中堅・中小企業への対応力強化 P.25
決済とファイナンスの融合、

企業活動のグローバル化への対応 P.26
個人ビジネスにおける戦略展開 P.27
コンサルティングにおける

サービス・プロダクト力の強化 P.28          
顧客基盤の拡充 P.29

ケータイクレジット戦略 P.30
ネットバンキング戦略 P.31

個人ビジネスにおける競争優位性 P.32
(2) 持続的成長を支える強固な企業基盤の構築

お客さま第一主義の徹底 P.33
顧客価値創造に向けた体制強化 P.34   
財務基盤の一段の強化 P.35
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2005年度総括

新経営体制のもと、「複合金融グループ」としての成長戦略が進捗新経営体制のもと、「複合金融グループ」としての成長戦略が進捗

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

* 財務開示ベース

公正取引委員会勧告・金融庁行政処分 持続的成長に向けた課題が表出

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想

財務基盤強化、資本基盤拡充 ［不良債権削減、普通株増資・売出し5,886億円］

戦略ビジネス強化 ［個人向けｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ、中堅・中小企業向け無担保貸出、投資銀行ビジネス、アライアンス戦略］

確固たる収益水準の確保

前年度前年度
▲▲2,3422,342 6,8686,868億円億円

（連結（連結ROE:19%ROE:19%＊＊））

前年比前年比

+21+21％％
12,25412,254億円億円

連結業務純益

前年比前年比

△△7676％％ 2,3092,309億円億円

クレジットコスト
(SMBC単体) 連結当期純利益

前年比前年比

＋＋23%23% +686+686億円億円

役務取引等利益
（SMBC単体）

経費率
（SMBC単体）

37.837.8％％
邦銀No.1ﾚﾍﾞﾙ

でｺﾝﾄﾛｰﾙ

Tier 1比率

前年比前年比

＋＋1.7%1.7%ﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟｲﾝﾄ 7.17.1％％

繰延税金資産／Tier1比率

21.621.6％％
前年比前年比

△△2626％％ﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟｲﾝﾄ

不良債権残高
（SMBC単体）

前年比前年比

△△4747％％ 9,6019,601億円億円
（不良債権比率1.7%）

業務純益ROA
（SMBC単体）

1.021.02％％
邦銀メガNo.1
水準を確保
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+144 +182

+25-190
-47 +58+25

330.4

(234.2)

686.8
(少数株主持分損益)
持分法による投資損益

子会社収益等

SMBC単体当期純利益

SMFG連結当期純利益

+40

+69

+16

2005年度業績のポイント ［ボトムライン］ （SMFG連結）

参照箇所：
決算短信P.19、
説明資料P.1,2、
ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ P.2

SMBCの業績が大幅改善、グループ各社の寄与も拡大傾向SMBCの業績が大幅改善、グループ各社の寄与も拡大傾向

SMFG連結当期純利益

前年比

前回(05/11）予想比

SMBC グループ各社

前回予想 550.0 実績 686.8

前年度 (234.2) 今年度 686.8

業務純益
増益

ｸﾚｼﾞｯﾄｺｽﾄ
減少

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社
損益改善等

業務純益
増益

ｸﾚｼﾞｯﾄ
ｺｽﾄ減少

ﾛｰﾝ
保証会社
損益改善

他ｸﾞﾙｰﾌﾟ
会社寄与株式等

損益
改善 税負担

（単位：10億円）

（単位：10億円）

（単位：10億円）

SMBC グループ各社

+724

NTTﾄﾞｺﾓの
三井住友
ｶｰﾄﾞ宛出資
影響

臨時
損益
他

大和証券SMBC、
SMBCﾌﾚﾝﾄﾞ証券等

03年度 04年度 05年度

[前回予想比+136.8]

[前年比+921.0]

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想
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431.6
363.9

334.9
300.3

FY02 03 04 05

1,399.5
1,281.1

1,171.3 1,161.6

FY02 03 04 05

352.9
424.2

516.1

619.6

FY02 03 04 05

資金利益

（単位：10億円）

トップライン ［SMFG 業務粗利益］

SMBC並びにグループ各社の役務取引等利益が着実に拡大SMBC並びにグループ各社の役務取引等利益が着実に拡大

参照箇所：
決算短信P.19、
説明資料P.2、
ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ P.2

役務取引等利益 特定取引利益＋その他業務利益

▲9.71,161.6SMFG連結計

30.9

45.4

50.4

954.5

FY05

+1.0

▲2.1

+3.2

▲18.0

前年比

三井住友カード

みなと銀

関西アーバン銀

SMBC

+103.5619.6SMFG連結計

52.7

110.2

366.7

FY05

+12.5

+14.1

+68.6

前年比

SMBCﾌﾚﾝﾄﾞ証券

三井住友カード

SMBC

▲34.6300.3SMFG連結計

76.7

222.2

FY05

+3.9

▲27.5

前年比

三井住友銀ﾘｰｽ

SMBC

（単位：10億円）（単位：10億円）

（SMFG連結）

ｳﾁ ｳﾁ ｳﾁ

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想
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SMBC単体 業務粗利益

973

367
130 298

233274

9

955

1,235

(10)(22)

23%
20%

9%

(200)

200

600

1,000

1,400

1,800

FY96 97 98 99 00 01 02 03 04 05

国債等債券損益
資金利益
信託報酬
その他利益
役務取引等利益
役務取引等利益比率

（単位：10億円）

増減益要因

（SMBC単体）

（注） 00年度以前は、旧さくら銀行・旧住友銀行の合算
その他利益＝特定取引利益＋その他業務利益－国債等債券損益

役務取引等利益の増益を主因に業務粗利益が拡大（デリバティブ販売関連収益は減少）役務取引等利益の増益を主因に業務粗利益が拡大（デリバティブ販売関連収益は減少）

参照箇所：
説明資料P.1,3、
ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ P.9トップライン ［SMBC 業務粗利益］

72

4249
63

74

126
140

10099

63

FY01 02 03 04 05

為替系／新種

金利系、企業金融等

金利系、法人部門

対顧客デリバティブ販売関連収益*
（単位：10億円）

+11.3ｳﾁ 国債等債券損益

▲27.5•特定取引利益＋その他業務利益

+68.6•役務取引等利益

▲18.0•資金利益

1,552
1,523

子会社配当等
特殊要因

（単位：10億円）

* 各年度における行内管理ベース

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想
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8.9

9.5

10.0

04/3 05/3 06/3

国内貸出金（除くリスク管理債権）の増減要因国内貸出金（除くリスク管理債権）の増減要因

貸出ビジネス ［残高］

（単位：兆円、末残）

50.1
51.9

45.0
46.6

40

45

50

55

60

65

70

97/3 98/3 99/3 00/3 01/3 02/3 03/3 04/3 05/3 06/3

貸出金

国内（除くリスク管理債権）

貸出金

（SMBC単体）

重点戦略分野での増加を主因に、国内貸出は反転、増加

（兆円、末残）

参照箇所：
説明資料P.13,14、
ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ
P.12,16,19-21

住宅ローン*

無担保貸出

カードローン

不動産ﾉﾝﾘｺｰｽﾛｰﾝ

600

2,700 2,700
3,300

04/3 05/3 06/3

無担保ｶｰﾄﾞﾛｰﾝ
ｳﾁ　ﾌﾟﾛﾐｽ提携分

3,500

5,500

9,200

04/3 05/3 06/3

2.1
2.7

0.7
1.3

1.7

3.2

04/3 05/3 06/3

中堅・中小企業向け無担保貸出合計

ﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾚｸﾄﾛｰﾝ （兆円、末残）
（億円、末残）

（億円、末残）* 自己居住用

（注） 2001/3月以前は、旧さくら銀行・旧住友銀行の合算

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想
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（ご参考）カードローン ［プロミスとの提携事業］

参照箇所：
ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ P. 16

0

500

1000

05
/4

月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月

06
/1

月 2月 3月

0

5

10

15

20

25残高

月間成約件数（右軸）

新たな市場創出に向け、提携事業は順調な立ち上がり新たな市場創出に向け、提携事業は順調な立ち上がり

SMBC未取引顧客からの申込が全体の約4割

未借入顧客からの申込が全体の約2割

ＳＭＢＣチャネルの集客効果を確認

ATMコーナーのACMでの申込が全体の約３割

更なる施策を通じて

3年間で残高5,000億円実現へ

ACM 電話他インターネット

0% 25% 50% 75% 100%

（億円） （千件）
初年度1,064億円の残高を獲得初年度1,064億円の残高を獲得 提携ローン残高・月間成約件数実績

申込実績のチャネル別分布

「新たな市場」の存在を確認「新たな市場」の存在を確認

リアルチャネルの利便性を実証リアルチャネルの利便性を実証

ブランド・プロモーションの有効性を確認ブランド・プロモーションの有効性を確認

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想
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前年比

+1.6

+0.8

+1.0

+1.8

46.6

47.5

4.4

51.9

06/3
末残

除.ﾘｽｸ管理債権 --

46.8

4.3

51.1

05年度

平残

▲0.8

+1.1

+0.3

前年比

総貸出

海外貸出

国内貸出

貸出ビジネス ［部門別残高・利鞘］ （SMBC単体、単位：兆円、%）

競争が激化する中、利鞘は引き続き弱含み競争が激化する中、利鞘は引き続き弱含み

参照箇所：
説明資料P.3、
ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ P.8

期末貸出残高 （行内管理ベース）

企業金融部門

法人部門

▲0.090.68+0.09.5

▲0.111.45+0.221.9

前年比05年度前年比05年度

利鞘期末残高

+0.020.05▲0.10.2ｳﾁ国庫向け貸出

+0.351.03▲1.018.1有価証券

▲0.071.69--預貸金利鞘

0.000.02＋1.760.1預金等

▲0.071.71▲0.844.9貸出金*

前年比05年度前年比05年度

利回り平均残高

期中平均貸出残高・利鞘 （行内管理ベース）

期中平均貸出残高・利回り （国内、財務ベース）

* 金融機関除く

企業金融部門

法人部門

▲0.100.74▲1.29.6

▲0.081.51+0.121.5

前年比05年度前年比05年度

利鞘平均残高

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想
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0

50

100

150

FY01 02 03 04 05

個人年金保険等

投信

定期性預金＋外貨預金

個人預り資産収益*個人預り資産収益*

（10億円）

個人向けコンサルティング ［資産運用ビジネス］ （SMBC単体）

*   各年度におけるSMBC行内管理ベース

資産運用ビジネス関連収益は堅調に拡大資産運用ビジネス関連収益は堅調に拡大

参照箇所：
説明資料P.16、
ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ P.9,16

個人預り資産残高推移（投信、個人年金）

0

1

2

3

4

5

01/3 02/3 03/3 04/3 05/3 06/3

個人年金保険累計額

投信預り残高

（兆円、末残）

年平均成長率34%

05年度 ロード投信販売額 13,600億円

（前年比+54%）

個人年金保険販売額 6,600億円

（前年比+14%）

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想
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投資銀行ビジネス

投資銀行関連ビジネスが国内、海外ともに成長投資銀行関連ビジネスが国内、海外ともに成長

SMBC投資銀行業務関連収益SMBC投資銀行業務関連収益

（単位：10億円）

0

50

100

150

FY01 02 03 04 05

証券仲介業務

不動産ファイナンス

ストラクチャード･ファイナンス

金銭債権流動化等

シンジケーション関連

年
平

均
成

長
率

約
50%

アジア（除く日本）

シンジケート
ローン

国内
シンジケート

ローン

英国
PFI

第１位※
SMBC

￡672 m
※グローバル銀行の中での順位。いずれも邦銀ではNo.1。

（資料）Project Finance International, Loan Pricing Corporation, Euromoney

Thomson Financial

内外で、競争力のある
ソリューションビジネスを展開

国内ＩＰＯ

第1位
大和証券SMBC

2,142億円

第1位
大和証券SMBC

17,810億円

国内
普通社債

グローバル
プロジェクト
ファイナンス

第９位※
SMBC

$2,982m

第６位※
SMBC

$3,440 m （2005年）

（04年下期～05年上期）

（2005年）

（2005年度）

（2005年度）

（2005年度）

参照箇所：
ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ P.9,22

第２位
SMBC

64,390億円

※ 証券仲介業務収益は、個人・法人合算の受入手数料。その他の業務は、
各種手数料、金利収益等を含む行内管理ベース収益。

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想



1111 / 36/ 36* マーケティング部門の粗利益、及び経費の前年比は、金利・為替影響等を控除した行内管理ベース（控除したこれら影響額は本社管理で調整）。

粗利益の前年比増減主要因*

＋29215,521粗利益

▲4▲448粗利益

⑤▲302,198粗利益

＋32613,771粗利益

④＋1901,068粗利益

③▲1361,946粗利益

①＋3604,026粗利益

②▲886,731粗利益

前年比*

経 費

経 費

経 費

＋2518,740業務純益

▲6▲185市場営業部門
▲362,013業務純益

△40▲649本社管理
+36▲1,097業務純益

▲41▲5,865合 計
＋2519,656業務純益

▲75

＋179
▲11

▲129
△7

▲92
▲ 4

＋293
▲67

05年度

655業務純益

1,654業務純益

4,875業務純益

1,556業務純益

▲292経 費
企業金融

部門

▲413経 費国際部門

▲5,031経 費ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門

▲1,856経 費法人部門

▲2,470経 費個人部門

▲305対顧客デリバティブ販売関連

+28外貨預金
+15流動性預金

+43投資銀行業務関連

⑤

④

③

②

①

+82為替・EB・外為（▲ 88）
+86証券仲介法 人：

+34消費者ローン（+360）

+61対顧客預金収益（+190）
+65手数料等国 際：

+30為替・EB・外為（▲136）
▲111貸金収益企業金融：

（含む債券ポート関連）（▲30）
▲63バンキング収益市場営業：

+21トレーディング収益

+270投信・個人年金保険販売関連個 人：

（SMBC単体、単位：億円）

参照箇所：
ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ P.9

業務部門別実績

金利

52%

非金

利

48%

金利

56%

非金

利

44%

ﾏｰｹﾃｨ

ﾝｸﾞ

98%

ﾄﾚｼﾞｬ

ﾘｰ

2%

非金利収益を中心にマーケティング部門収益が着実に拡大非金利収益を中心にマーケティング部門収益が着実に拡大

粗利益構成比

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想

金利

70%

非金

利

30%
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586.5
582.4

808

38.2%

56.4%

37.8%

36.2%

FY96 97 98 99 00 01 02 03 04 05

経費

経費率

（単位：10億円）

経費の推移（SMBC単体）

（SMBC単体）

（注） 00年度以前は、旧さくら銀行・旧住友銀行の合算

資源投入強化の一方で更なる効率化を進め、引き続き経費率40%未満を確保資源投入強化の一方で更なる効率化を進め、引き続き経費率40%未満を確保

参照箇所：
説明資料P.1,3、
ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ P.6

増減要因（前年比、単位：億円）

チャネルの状況

103
134
194

06/3末

115
80

411
06/3末

119
105
192

05/3末*

108
45

425
05/3末

〃ローンプラザ

拠点SMBCｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾌﾟﾗｻﾞ・ｵﾌｨｽ

ヶ店国内支店

拠点法人営業部

法人部門関連：

〃その他のBSL取扱拠点

〃ｳﾁ BSL取扱法人営業部

個人部門関連：

重点分野への資源投入 +約 250
ｳﾁ プロミス提携他、個人分野関連 +約120
ｳﾁ 中堅・中小企業向貸出他、法人分野関連+約 30
ｳﾁ システム等インフラ整備 +約 50

既存業務の合理化推進 △約190
人件費削減 △約120
チャネル、システム運営効率化 △約 70

* 05/3末実績値は、旧ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ本部廃止による統合要因調整後。

経費

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想
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要管理債権

危険債権

破産更生等債権

クレジットコスト

1,543.1

803.4

954.8

230.9

1,074.5

FY01 02 03 04 05
0

50

100

150

200

250

300

クレジットコスト

対総与信比率（右軸）

（単位：10億円）

（SMBC単体）不良債権処理

5.9
5.3

2.8

（単位：兆円、末残）

0.96

不良債権残高

1.8

アセットクオリティは引き続き改善アセットクオリティは引き続き改善

参照箇所：
説明資料P.1,8,11、
ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸP.2,10-12

1.7%3.3%5.0%8.4%8.9%

不良債権比率

66兆円

総与信末残

（bps）

63兆円 56兆円 55兆円 57兆円

引当率 05/3末 06/3末

06/305/304/303/302/3

正常先 0.2% 0.4%

他要注意先*17.9%  16.4%

要管理先*   45.0%  52.6%

破綻懸念先* 94.6%  100%

保全率 90.5% 91.0%
* アンカバー対比

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想



1414 / 36/ 36

30,688

19,228

21,522

52,348

18,356

0

20,000

40,000

60,000

02/3 03/3 04/3 05/3 06/3

0%

50%

100%

取得原価

時価

対TierI比率（取得原価

/BC連結TierI）

有価証券ポートフォリオ ［株式］

＋1,964

▲92

▲430

＋1,442

前年比

▲2,276

▲42

1,131

▲1,187

04年度

▲312

▲134

701

255

05年度

株式等売却益

株式等売却損

株式等償却

合計

株式等損益

保有株式売却実績

▲236

77

6,673

6,514

05/3末

その他

債券

株式 16,324

▲2,822

06/3末

▲339

13,163合計

その他有価証券評価損益

その他有価証券の上場・店頭株式残高推移*

約6,200
約5,600

約3,700

約2,000
約1,400

約1,000
約800

約4,800

0

2,000

4,000

6,000

8,000

02上 02下 03上 03下 04上 04下 05上 05下

（SMBC単体、単位：億円）

参照箇所：
説明資料
P.1, 3, 4, 17, 27、
ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ P.14

*末残ベース

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想



1515 / 36/ 36

国債等債券損益

有価証券ポートフォリオ ［債券］

▲236

77

6,673

6,514

05/3末

その他

債券

株式 16,324

▲2,822

06/3末

▲339

13,163合計

その他有価証券評価損益

その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の残存期間別残高

05/3末比05/3末比05/3末比 05/3末比05/3末比

合計10年超5年超10年以内1年超5年以内1年以内

+2,931

+1,100

+787

▲1

+1,045

+1,831

+6,174

+4,360

+3,568

+1,241

▲2,995

+1,814

▲40,174

+211

+1,510

+30

▲41,925

▲40,385

+29,256

+2,278

+1,546

+185

+25,247

+26,978

29,636

6,664

22,972

64,048

7,207

3,789

210

52,842

56,841

社債

地方債

国債

合計

その他

債券

06/3末

+7,41137,1721,1078,95323,323

+7,94935,6736,71815,084

▲18,628111,37628,07010,84419,620

+1,4555,46243,1752,073

▲1,813189,68335,89960,100

▲9,762154,01029,18145,016

（SMBC単体、単位：億円）

▲2
▲1

2
▲1,023

808
▲216

04年度

-
▲2

1
▲533

431
▲103

05年度

償却

償還損

償還益

売却益

売却損

合計 3.4

1.5

2.3

1

2

3

4

04/3末 05/3末 06/3末

円債の平均デュレーション*

(年)

* 時価ヘッジ・満期保有分を除く、私募債を含まず

参照箇所:
説明資料
P.3,27,28、
ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ P.13

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想
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自己資本比率

⑥

⑤

④

①

③

②

①

▲35716,21616,573期限付劣後債務

[▲3,213][14,603][17,816][ｳﾁ優先株]

+3,23126,50123,270ｳﾁ 資本金・資本剰余金

+6,5859,4412,856ｳﾁ 利益剰余金

+2,655▲44▲2,699ｳﾁ 自己株式

+8,05540,67732,623Tier II*

+3,1086,2783,171その他有価証券含み益の
45%相当額

▲272399671土地の再評価差額の
45%相当額

+1,0917,4266,335一般貸倒引当金

+1,55810,3588,800永久劣後債務

+5,12740,67735,550小計

+20,74380,94460,201BIS自己資本

+1.73%

+2.45% 

+47,697

▲1,148

+183

+13,837

05/3末比

12.39% 9.94%自己資本比率

7.11%5.38%Tier I 比率

▲6,193▲ 5,044控除項目

06/3末

（速報値）
05/3末

46,45932,623Tier I

8,3528,169ｳﾁ 海外特別目的会社の
発行する優先出資証券

653,223605,526リスクアセット

*自己資本への算入額

（SMFG連結、単位：億円）

Tier I

リスクアセット

① 普通株増資・売出し（06/1～2） +  5,886
② SPV海外公募優先株（3,450億円）は

05/7までに全額転換済
（05/3末時点での転換済分：約238億円）

③ 当期純利益 +  6,868
※ 繰延税金資産の対Tier 1比率（SMFG連結）：

06/3末：21.6%（前年比△26%ﾎﾟｲﾝﾄ）

控除項目

⑤ プロミス株式取得

ｴﾇ･ｱｲ･ｴﾌSMBCﾍﾞﾝﾁｬｰｽﾞ宛出資 等

⑥ 国内貸出（リスク管理債権除く） + 1.6兆円

海外・市場営業関連 + 1.4
株式関連影響 + 0.5
為替影響 + 0.7

Tier II
④ 海外市場における永久劣後債発行（05/7）

13.5億ドル/7億ﾕｰﾛ（=+2,481億円*）

参照箇所：
決算短信P.1、
説明資料P.7、
ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ P.5

ボトムライン増益、普通株増資・売出しを通じ、資本の質・量両面での強化が進展ボトムライン増益、普通株増資・売出しを通じ、資本の質・量両面での強化が進展

* 発行時点

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想
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2006年度経営方針

当社経営理念の再徹底を通じた、「持続的成長」に向けた地歩固め当社経営理念の再徹底を通じた、「持続的成長」に向けた地歩固め

SMFGの経営理念

お客さまに、より一層価値あるサービスを提供し、 お客さまと共に発展する。

事業の発展を通じて、株主価値の永続的な増大を図る。

勤勉で意欲的な社員が、思う存分にその能力を発揮できる職場を作る。

SMFGの強み

商業銀行業務をベースとした
強固な事業基盤と戦略的アライアンス

先進性・変革指向

収益事業化のスピード

高い効率性

2006年度経営方針

役職員の「行動規範」

中期経営計画
（事業成長戦略）

CSR基本原則（ビジネス・エシックス）

お客さま本位の徹底

健全経営の堅持

社会発展への貢献

自由闊達な企業風土

コンプライアンス

持続的成長に向けた地歩固め

ｸﾞﾙｰﾌﾟ環境方針

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想
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（ご参考）行動規範、ビジネス・エシックス、グループ環境方針

役職員の行動規範

株主価値の増大に努めると同時に、顧客、社員等のステークホルダーとの健全な関係を保つ。信用を重んじ、法律、規則を遵守し、高い倫理観を持ち、
公正かつ誠実に行動する。

知識、技能、知恵の継続的な獲得・更新を行い、同時にあらゆる面における生産性向上に注力し、他より優れた金融サービスを競争力のある価格で
提供する。

お客さま一人一人の理解に努め、変化するニーズに合った価値を提供することにより、グローバルに通用するトップブランドを構築する。

「選択と集中」を実践し、戦略による差別化を図る。経営資源の戦略的投入により、自ら選別した市場においてトッププレイヤーとなる。

先進性と独創性を尊び積極果敢に行動し、経営のあらゆる面で常に他に先行することにより、時間的な差別化を図る。

多様な価値観を包含する合理性と市場原理に立脚した強い組織を作る。意思決定を迅速化し、業務遂行力を高めるために、厳格なリスクマネジメント
の下、権限委譲を進める。

能力と成果を重視する客観的な評価・報酬制度の下で、高い目標に取り組んでいくことにより、事業も社員も成長を目指す。

ビジネス・エシックス（抜粋）

① 私たちは、お客さまに支持される企業
集団を目指します。

② 私たちは、自己責任原則に基づき、
公正、透明かつ健全な経営を堅持する
企業集団を目指します。

③ 私たちは、社会の健全な発展に
貢献する企業集団を目指します。

④ 私たちは、役職員が誇りを持ち
いきいきと働ける企業集団を目指し

ます。

⑤ 私たちは、常にコンプライアンスを
意識する企業集団を目指します。

グループ環境方針

地球環境の維持向上に貢献できる商品・情報・ソリューションの提供を
通じてお客さまの環境問題への対応をご支援します。

環境に関するリスクを認識し、当社及び社会全体の環境リスクの低減
を図ります。

省資源、省エネルギー、廃棄物の削減などの取り組みを通じ、社会的
責任の履行を果たします。

環境関連法令・規則等を遵守します。

環境に関する情報を開示し、社内外との対話を通じて環境保全活動の
継続的な改善を図ります。

本方針の社員への徹底と社内教育に努めます。

「環境経営」を積極的、かつ効果的に実践するために、各事業年度に
目的・目標を設定し、それらの見直しを行い、取り組みの継続的な
改善に努めます。

本方針は、当社ホームページ等で公表し、外部からの要請があれば

配布を行います。

当社グループは、「持続可能な社会」の実現を重要課題のひとつであると認識し、
地球環境保全と企業活動との調和のため継続的な取り組みを行い、社会・経済
に貢献します。

排出権取得に関する
情報提供スキーム構築
（ＳＭＢＣ）
環境配慮企業支援
ローン創設（ＳＭＢＣ）
環境ビジネス交流会の
開催（ＳＭＢＣ）
環境省「国内排出量
取引制度」への参加
（ＳＭＢＣ、ＪＲＩ）

環境ビジネスにおける
主要実績

（2005年度）

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想
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2006年度経営方針

個人ビジネス

•環境変化を捉えた新商品・サービスの提供
•拠点網・コンサルタントの一段の拡充

•ケータイクレジットサービス （NTTドコモ）
•コンシューマーローン （プロミス）
•インターネット金融サービス （ヤフー） 等

強固な企業基盤の構築

コンサルティングビジネスの一段の高度化

アライアンスを通じたサービスの拡充

法人ビジネス

•事業拡大・企業再編等
•コーポレート・アドバイザリー本部の新設

•中小企業向け新型無担保貸出
•シンジケートローン
•債権流動化 等

経営課題解決型ビジネスの強化

多様な資金調達ニーズへの対応

顧客基盤の拡大 質の高い収益体質の構築

「お客さまの価値創造に資する質の高い商品・サービス」のグループベースでの提供推進

（１）内部管理体制の一段の高度化

（２）財務基盤の一段の強化

コンプライアンスの徹底 品質向上・CS推進体制の強化

内部監査の強化
業績評価制度の見直し
人材ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの高度化

リスク管理の高度化

資本の質・量両面での拡充

SMFG連結当期純利益5,700億円 銀行単体当期純利益 4,600億円

公的資金の早期返済

＜平成18年度予想＞

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想
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SMBC

4,600

7,800

▲1,700

9,400

▲6,000

15,400

06年度

予想

▲2569,656
業務純益
（一般貸倒引当金

繰入前）

△609▲2,309与信関係費用

5,195

15,521

当期純利益

経常利益

【単体】

+5917,209

▲595

▲135▲5,865経費

前年比
05年度

実績

▲121業務粗利益

3,550

3,550

3,600

5,700

10,100

37,000

06年度

予想

【単体】

+4649,636経常利益

▲1,1686,868当期純利益

+3,046554営業収益

+3,068482経常利益

37,051

+2,816734当期純利益

前年比
05年度

実績
【連結】

▲51経常収益

2006年度業績予想

参照箇所：
決算短信P.1、
説明資料P.20

SMFG

（単位：億円）

（経費率） (37.8%) (39.0%)   (+1.2%)

*

**

* SMBCからSMFGへの配当3,000億円を含む **（前提）税負担率 05年度：30% → 06年度：約40%
（実効税率）

FY05
B/S

FY05
総括

FY05
P/L

FY06
取組

FY06
方針

FY06
予想



2121 / 36/ 36

▲121:    05年度：15,521
→06年度：15,400

SMBC
業務粗利益

ドコモ事業推進、加盟店業務強化

過去最高益更新を目指す

事業再構築を通じた収益力強化

2006年度業績予想 ［業務部門別計画］

新経営体制２年目として、持続的成長に向けた基盤を強化新経営体制２年目として、持続的成長に向けた基盤を強化

増減益イメージ
（前年比） 主要施策・プロダクツ

SMBC
経費 重点分野への経営資源投入強化（個人向けチャネル等拡充）

既存業務の合理化を推進

法人部門法人部門

その他
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

部門

その他
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

部門

グループ
会社

三井住友カード

▲200

三井住友銀リース

日本総研

▲135

（単位：億円）

+100

※ 前年比は行内管理ベース（金利・為替影響等の調整後ベース）

（経費増）

対顧客デリバティブ販売関連収益 前年比▲約3割

為替・EB収益 前年比+ 3%
投資銀行ビジネス関連収益 前年比+11%
中堅・中小企業向け無担保貸出取組額：約38,500億円

ロード投資信託販売額： 約13,500億円

個人年金保険販売額： 約 7,000億円

住宅ローン取組額： 約19,000億円
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法人ビジネスにおける競争優位の源泉

独自のビジネスモデル、アライアンスを梃子に、確固たる事業基盤を構築独自のビジネスモデル、アライアンスを梃子に、確固たる事業基盤を構築

決済・為替決済・為替 ローンローン 投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス

中
小

企
業

中
小

企
業

中
堅

企
業

中
堅

企
業

大
企

業
大

企
業

大和証券ＳＭＢＣ
・ｴｸｲﾃｨﾌｧｲﾅﾝｽ
・公募社債

ＳＭＢＣ 投資銀行部門

・ｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝ
・ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽ

・ｱｾｯﾄﾌｧｲﾅﾝｽ

ＣＭＳ

ＥＢ

クレセル
ローン

ビジネス

セレクト

ローン

中小企業向け
無担保貸出

・不動産ﾌｧｲﾅﾝｽ
・MBO/LBO

ﾌｧｲﾅﾝｽ

インターネットの浸透など、
情報技術の発達にいち早く
対応、競争力のある商品・
サービスを展開

独自のビジネスモデルを
先行構築、
ビジネスボリュームを拡大

メガバンクと大手総合証券会社
の本格的アライアンスとして、
成長を加速

商業銀行を基盤とした投資
銀行ビジネスの事業領域を
拡大、高い成長を実現

＜ｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝ＞

＜ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽ＞

＜金銭債権流動化＞

増益率：約5%/年（FY02-05）

FY05取組実績：1兆6千億円

増益率：約50%/年（FY02-05,連携収益）

連携収益：700億円強(FY05)

増益率：約24%/年（FY02-05）

増益率：約44%/年（FY02-05）

増益率：約41%/年（FY02-05）
FY05：新規先約14千社に貸出
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法人取引推進体制の強化

顧客ニーズの変化 新組織組織改革のポイント

顧客ニーズを起点とした部門横断的な法人取引推進体制を構築顧客ニーズを起点とした部門横断的な法人取引推進体制を構築

経営課題解決ニーズの高まり

事業拡大、企業再編

買収、買収防衛

資本政策

企業活動のグローバル化

増大するIn-Out型M&A

本邦企業の海外売上高の増加

0

100

200

300

400

500

90 92 94 96 98 00 02 04

件

ＳＭＦＧの全ての情報・機能を
駆使し、企業価値向上のための
ソリューションを提供するフロント
組織の設置

ソリューション・商品開発部署を、
顧客ニーズに合わせマーケット
別に再編、機能を集約

コーポレート
アドバイザリー

（ＣＡ）本部

ＳＭＥ業務部

外国業務部
（機能強化）

投資銀行部門
決済ファイナンス

ユニット

中堅・中小企業を取巻く環境
変化や経営課題にフォーカス、

多様なニーズに対応した商品・
サービス提供の為の一貫した
体制構築（出所） ＭＡＲＲ Feb/2006
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0

100

200

300

400

500

600

700

800

FY02 FY03 FY04 FY05

億円

連携収益 持分法投資損益

中長期的なソリューション提供（ＣＡ本部／投資銀行ビジネス）

0

50

100

150

200

250

FY01 FY02 FY03 FY04 FY05

億円

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800
件

Ｍ＆Ａ、ＭＢＯ・ＬＢＯファイナンス関連収益（左軸、連携案
件により大和証券ＳＭＢＣが計上した収益を含む行内管
理ベース）
本邦企業のM&A（合併・買収・営業譲渡）件数（右軸）

大・中堅企業に対する経営課題解決型ビジネスを推進

するフロント組織 （RMと一体となって顧客をカバー）

新規事業展開、事業再編、買収／買収防衛ニーズ

財務改善、資本構成の最適化ニーズ

業種別所管体制により業種別情報・ノウハウを集約

プロジェクトマネージャーとして、部門を横断したチームを
組成、最適ソリューションを提供

大・中堅企業に対する経営課題解決型ビジネスを推進

するフロント組織 （RMと一体となって顧客をカバー）

新規事業展開、事業再編、買収／買収防衛ニーズ

財務改善、資本構成の最適化ニーズ

業種別所管体制により業種別情報・ノウハウを集約

プロジェクトマネージャーとして、部門を横断したチームを
組成、最適ソリューションを提供

拡大する事業再編ニーズ 大和証券SMBC連携収益

大・中堅企業への対応力強化：コーポレート・アドバイザリー（ＣＡ）本部

中小企業 中堅企業 大企業

ＣＡ本部＊

（約140名）

企業調査部＊

大和証券SMBC＊

法人部門 企業

金融

部門＊

投資銀行部門

本店各部

＊業種別組織

【組織コンセプト】

チームアプローチによる
最適ソリューションの提供

連携案件によりＳＭＢＣ及び大和証券SMBCが

計上した収益
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中長期的なソリューション提供（ＣＡ本部／投資銀行ビジネス）

中堅・中小企業の多様な顧客ニーズに対応するため、 商
品開発機能を集約

企業の成長段階に応じた、一貫したサポート体制を構築

事業承継や、シード／アーリー期の成長企業の

ファイナンスニーズに対応するチームを配備
（RMと一体となって顧客をカバーする「ダブルフロント体制」）

中堅・中小企業の多様な顧客ニーズに対応するため、 商
品開発機能を集約

企業の成長段階に応じた、一貫したサポート体制を構築

事業承継や、シード／アーリー期の成長企業の

ファイナンスニーズに対応するチームを配備
（RMと一体となって顧客をカバーする「ダブルフロント体制」）

中堅・中小企業への対応力強化：ＳＭＥ業務部

ＣＡ本部＊

大和証券SMBC＊

法人
部門

投資銀行部門

本店各部

＊業種別組織

【組織コンセプト】

ＳＭＥ
業務部

企業の成長段階に応じた、
一貫したサポート体制構築

NIF-SMBC
ベンチャーズ

企業の成長段階

ＢＳＬ

Ｖファンド

ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ

ｸﾚｾﾙﾛｰﾝ

Ｎﾌｧﾝﾄﾞ
企
業
価
値

・NIF-SMBCベンチャーズ
との連携強化

・地銀、自治体、信用保証協会との
提携推進

・ポートフォリオは安定成長へ

末残で
+5000
億円を
計画

中小企業 中堅企業 大企業

企業

金融

部門＊
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中長期的なソリューション提供（ＣＡ本部／投資銀行ビジネス）

内外連携により、活動がグローバル化する中堅・中小企業
ニーズへの対応力強化

内外連携により、活動がグローバル化する中堅・中小企業
ニーズへの対応力強化

決済とファイナンスの融合、企業活動のグローバル化への対応

＊業種別組織

【組織コンセプト】

中小
企業

中堅
企業

大企業

ＣＡ本部＊

大和証券ＳＭＢＣ＊

法人
部門

投資銀行部門

本店各部

ＳＭＥ
業務部

決済ファイナンスユニット

外国業務部

投資銀行部門決済ファイナンスユニット

アセットファイナンス、為替・ＥＢ、カストディ
業務等を１部門に集約

国際部門
・海外拠点

法人部門・企業金融部門

【外国業務部の機能強化】
・国内中堅・中小企業のアジアを中心と
する海外進出、 取引のグローバル化の
進展への対応を一層強化

・投資銀行部門、国際部門と連携して
ソリューション提供

【国内】
・顧客企業の商取引
データに基づく、
決済ファイナンス
ソリューションを展開

・競争優位にある
決済商品を更に強化

日本企業の
アジア現法売上高

国
際
部
門

海外

連携して顧客事業のグローバル化に対応

【海外】
日本で優位性
のある決済
ファイナンス
商品の
海外展開

0

500

1000

1500

2000

2500

2002 2003 2004 2005

億
ド

ル

（出所） 海外現地法人四半期調査

企業

金融

部門＊
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個人ビジネスにおける戦略展開

独自のビジネスモデル、アライアンスを梃子に、確固たる事業基盤を構築独自のビジネスモデル、アライアンスを梃子に、確固たる事業基盤を構築

三井住友
カード

・1400万

会員

マ
ス

層
マ

ス
層

資
産

形
成

層
資

産
形

成
層

資
産

運
用

層
資

産
運

用
層

投資信託
個人年金保険

証券仲介
・SMBCフレンド証券

・大和証券

コンサルティングビジネス

One’s
ダイレ
クト

・660万

契約

ＪNB

Ｐ
Ｂ

層
Ｐ

Ｂ
層

マ
ス

富
裕

層
マ

ス
富

裕
層

決済・為替決済・為替
カードカード ｺﾝｼｭｰﾏｰ・

ﾌｧｲﾅﾝｽ

ｺﾝｼｭｰﾏｰ・
ﾌｧｲﾅﾝｽ 住宅ローン住宅ローン 資産運用ビジネス資産運用ビジネス

ネットバンキングネットバンキング

プロミス
提携

SMBC
住宅ローン

SMBC
アパート
ローン

ドミナントドミナント
戦略戦略

NTTﾄﾞｺﾓ
JR

東日本
セブン
銀行

ｵｰﾌﾟﾝｱｰｷﾃｸﾁｬｰ

ヤフー

決済ファイナンス
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人材交流

コンサルティングにおけるサービス・プロダクト力の強化

連携強化を通じて、PB層、資産運用層、マス富裕層に向けたサービス・プロダクト

を拡充

連携強化を通じて、PB層、資産運用層、マス富裕層に向けたサービス・プロダクト

を拡充

SMBC
フレンド証券

ファンドラップ
口座

大和証券

プライベート
バンキング層

資産運用層

SMBCSMBCのお客さまのお客さま

マス富裕層

株式ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
ﾃﾞｽｸ ファイナンシャル

コンサルタント

証券
仲介

ファンドラップ契約
（投資顧問契約）

ファンドラップ販売
ポートフォリオアドバイス
個別株式運用に関する
コンサルティング

コラボレイティブコンサルティング

プライベート
バンカー

証券
仲介

ダイワ
ＳＭＡ
口座

株式アドバ
イザー

ポートフォリオ
アドバイザー

ＳＭＡ
コンサルタント

投資一任契約

資産運用ニーズに対する
オーダーメイドソリューション

提供

ダイワＳＭＡ提供

・株式特化型
・最低預り金額
10億円

・専用投資信託
・最低預り金額
2000万円程度

ローン取次
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顧客基盤の拡充 アライアンス戦略の進展

生活インフラ産業のリーディング・カンパニーとの連携 ＝ 「ドミナント戦略」）

を強化、潜在的な顧客基盤を飛躍的に拡大

生活インフラ産業のリーディング・カンパニーとの連携 ＝ 「ドミナント戦略」）

を強化、潜在的な顧客基盤を飛躍的に拡大
ドミナント戦略ドミナント戦略

契約者（約50百万契約）契約者（約50百万契約）Ｓｕｉｃａ発行枚数
（約16百万枚）

Ｓｕｉｃａ発行枚数
（約16百万枚）

公共交通機関利用顧客

金融機関 利用顧客

交通 通信キャリア

会員（約14百万人）会員（約14百万人）

SMFG

顧客（26百万人）

口座（約135万人）

顧客（26百万人）

口座（約135万人）

流通 ネットポータル

利用者（約34百万人）利用者（約34百万人）

ネット利用顧客

携帯電話利用顧客

スーパー等利用顧客
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ケータイクレジット戦略

リーディング･カンパニーとのアライアンスにより、新たな顧客価値を実現リーディング･カンパニーとのアライアンスにより、新たな顧客価値を実現

日本の小額現金決済市場

民間最終消費支出
約300兆円

クレジットクレジット
カードカード
取扱高取扱高
2929兆円兆円

小額現金小額現金
決済決済

6060兆円兆円

顧客の生活ツールである携帯電話にプロダクトを集約

キャッシュカード クレジットカード

ＪＲ東日本ＪＲ東日本

Ｓｕｉｃａ

ケータイキャッシュカードケータイキャッシュカード 三井住友カードｉＤ三井住友カードｉＤ

モバイルＳｕｉｃａモバイルＳｕｉｃａ

ＮＴＴドコモＮＴＴドコモ

三井住友カード三井住友カード三井住友銀行三井住友銀行

NTTドコモ、おサイフケータイ契約数の推移

常備性

ポストペイ

安全性

利用場所

ケータイ
クレジットの

強み

（単位：千台）

iD利用端末は
32万台導入

決定済（4月現在）
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ネットバンキング戦略
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1,500

2,000

インターネット世帯浸透率（左軸）

JNB口座数（右軸）

One'sダイレクト契約者数（右軸）

８０％を超えたインターネット普及率を梃子に、将来の成長基盤構築８０％を超えたインターネット普及率を梃子に、将来の成長基盤構築

インターネットバンキング市場の拡大SMFGのネットバンキング戦略
（契約数、万件）

ネットバンクサービス利用者

ｼﾞｬﾊﾟﾝﾈｯﾄ銀行ＳＭＢＣ
（One’sﾀﾞｲﾚｸﾄ）

ヤフー
・331億ﾍﾟｰｼﾞﾋﾞｭｰ/月
・有料会員：1100万人

一般のPC
ユーザー

ネットポータル
ネットオークション
ユーザー

SMBC
既存顧客

証券売買等

専門サイト
ユーザー

資本・業務提携

Biglobe
会員
1320万人

資本・業務提携

660万
契約口座

フルバンキングサービス

店舗との総合力

強固なセキュリティ基盤

決済機能重視

強固なセキュリ
ティ基盤

業務提携先
拡大

「ネット」経由で取引銀行
を選ぶ顧客層の捕捉

ﾉｳﾊｳ
の

共有
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FY05
P/L

FY06
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方針

FY06
予想
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新規参入
（規制緩和、
市場開拓、

新商品投入）

収益
事業化

生産性向上により

収益を
最大化

商品・サービス
の高度化による

差別化

市場の市場の
再創造再創造

個
人
向
け
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

決
済
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

事業の成長過程事業の成長過程

個人年金保険販売

投資信託販売

住宅ローン

カードローン

クレジットカード

ネットバンキング

JNB

プライベート
バンキング

市場の拡大と共に

先行者
メリットを享受

ﾌｧﾝﾄﾞﾗｯﾌﾟ
［SMBC

ﾌﾚﾝﾄﾞ証券］

SMA
［大和証券］

One’sﾀﾞｲﾚｸﾄ

持続的成長に向け、数々の成長分野においていち早く競争優位性を確立持続的成長に向け、数々の成長分野においていち早く競争優位性を確立

個人ビジネスにおける競争優位の源泉

プロミスプロミス
提携提携

NTTNTTドコモドコモ

提携提携

＜投資信託＞

＜個人年金保険＞

＜住宅ローン＞

＜SMBCｶｰﾄﾞﾛｰﾝ＞

＜三井住友カード＞

＜One’sダイレクト＞

＜ｼﾞｬﾊﾟﾝﾈｯﾄ銀行＞

残高増加率：約24%（FY05、前年比）

残高増加率：約63%（FY05、前年比）

残高増加率：約6%（FY05、前年比）

残高増加率：約20%（FY05、前年比）

契約者増加率：約37%/年（FY02-05）

顧客数増加率：約30%/年（FY02-05）

三大疾病保障
商品投入

チャネル・
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
の拡充

会員数増加率：約5%/年（FY03-05）

ヤフーヤフー
提携提携
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FY06
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持続的成長を支える強固な企業基盤の構築 ［お客さま第一主義の徹底］

「質の高い収益体質」の構築に向けて、コンプライアンス体制、および

品質向上・CS推進体制を強化

「質の高い収益体質」の構築に向けて、コンプライアンス体制、および

品質向上・CS推進体制を強化

お客さま第一主義の徹底を通じ、質の高い収益体質を構築

各種業務施策への取り組み

業務推進上の法務サポート機能の充実に向けて、
「コンプライアンス部門」を強化

商品・サービスの品質向上、ならびにCSレベルの
向上に向けて、「品質管理部」を新設（4月）

コンプライアンス部門コンプライアンス部門

総務部 法務部

金
融
商
品

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

独
占
禁
止
法

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

金
融
犯
罪
対
応

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル

リ
ス
ク
管
理

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

チ
ェ
ッ
ク

そ
の
他
法
務
支
援

内部監査

適切性・有効性の検証

品質管理部品質管理部

法人顧客
個人顧客

業務部門商品・ｻｰﾋﾞｽ
の提供

ご要望
ご意見等

情報提供
改善提案

顧客情報の集約・分析
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100%

持続的成長を支える強固な企業基盤の構築 ［顧客価値創造に向けた体制強化］

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2005年度

収益項目 業容項目 基盤項目 拠点運営

お客さまの視点、中長期視点に立った、バランスの取れた運営を評価お客さまの視点、中長期視点に立った、バランスの取れた運営を評価

業績評価体系の改定

従来の業績評価体系

３項目のバランスを評価する総合評価

＜法人部門イメージ＞

新たな業績評価体系

コンプライアンスの遵守

CS・顧客満足度調査を反映

中長期的視点での拠点運営へ
の取組状況や人材育成に重点

将来収益の先行指標として、

貸出・決済ビジネス等の

拡大を通じた顧客基盤の

拡充状況を評価

リスク調整後収益の拡大
に重点

単年度
収益指標

持続的
成長指標

顧客志向・
拠点運営

0 0 100% 0 100%

＜法人部門イメージ＞

合計得点
による
相対評価

収益項目

顧客数
貸出ボリューム

コンプライアンス 等
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持続的成長を支える強固な企業基盤の構築 [財務基盤の一段の強化］

公的資金

早期返済

公的資金

早期返済

2005年度2005年度

確固たる収益水準の
確保

確固たる収益水準の
確保

2006 年度2006 年度

繰延税金資産の
削減

繰延税金資産の
削減

普通株増資・売出し普通株増資・売出し

2007年度以降2007年度以降

更なる成長に向けた

より柔軟な経営資源配分

更なる成長に向けた

より柔軟な経営資源配分

より適切な株主還元策の追求より適切な株主還元策の追求

業績連動の観点を踏まえた業績連動の観点を踏まえた
配当政策、配当政策、

自己株式取得等自己株式取得等

戦略分野：戦略分野：
-- 個人向けｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ個人向けｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
-- 中堅・中小企業向け中堅・中小企業向け
無担保貸出無担保貸出

-- 投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス
-- 海外ビジネス海外ビジネス

グループ戦略グループ戦略

5,886億円

顧客基盤の拡大

質の高い収益体質

の構築

顧客基盤の拡大

質の高い収益体質

の構築

「持続的成長に向けた
地歩固め」 SMFG連結当期純利益：

6,500億円以上

SMFG連結ROE：

15%以上

自己資本比率：

11%程度

Tier I 比率： 7%程度

SMFG連結当期純利益：

6,500億円以上

SMFG連結ROE：

15%以上

自己資本比率：

11%程度

Tier I 比率： 7%程度

2008年度目標2008年度目標

資本の質・量両面での強化 持続的成長に向けた経営戦略・資本政策の展開資本の質・量両面での強化 持続的成長に向けた経営戦略・資本政策の展開

SMFG連結当期純利益：

6,868億円

対Tier I 比率：21.6%
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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は将来の
業績を保証するものではなく、リスクと不確実性を内包するものです。将来の業績は、
経営環境に関する前提条件の変化等に伴い、予想対比変化する可能性があることに
ご留意ください。


